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１．全国の空き家の状況と空家法 

総務省の住宅・土地統計調査によると、全国の空き家戸数は846万戸です。昭和63

年からの30年間で、戸数でみると394万戸から846万戸へと2倍以上にも増加してい

て、総住宅戸数に対する空き家戸数の比率（空き家率）でみても、9.4％から13.6％

に大きく増加しています（図１）。 

図１ 全国の空き家数と空き家率の推移 

 
 

図２ 都道府県別空き家率の分布 

 

      （資料）図１及び図２は、総務省、平成 30 年住宅・土地統計調査、住宅数概数集計、結果の概要から転載。 

 

空き家率を都道府県別にみると（図２）、最も高いのは、山梨県の21.3％で、和歌

山県が20.3％、長野県が19.5％、徳島県が19.4％、高知県及び鹿児島県が18.9％と

続いています。空き家率が低いのは、埼玉県及び沖縄県の10.2％で、東京都が10.6％、
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神奈川県が10.7％、愛知県が11.2％などと、総じて需要の高い都市部です。 

空き家のうち、別荘などの「二次的住宅」を除いた空き家率が最も高いのは、和歌

山県の18.8％で、次いで徳島県が18.6％、鹿児島県が18.4％，高知県が18.3％，愛

媛県が17.5％などです。 

一方、昭和43（1968）年の同上調査で初めて住宅戸数が総世帯数を上回ったとさ

れてからも、耐震性の確保が必須な日本の住宅市場では、古い住宅を活用・再生する

ことよりも、供給面では引き続いて新築に政策の重点が置かれてきました。したがっ

て、超高齢社会の中で、全国的に空き家が増えたのは当然のことと言えます。 

このような調査結果に基づき、地方創生策における空き地や空き店舗などへの対策

に続き、政府は、平成27年２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（通称、

空家法）を施行し、空き家の増加によるコミュニティの衰退やスポンジ化、放置され

た空き家の劣化・破損や敷地の草木の繁茂のゴミ屋敷化等による迷惑施設化等を通じ

た住環境の悪化、地域の魅力や価値の喪失などに歯止めをかけ、公共の福祉の増進と

地域の振興に寄与するために、市町村が実態調査等を行い、空家等対策計画を策定し、

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを求めることになりました。 

２．武蔵野市の空き家等に関する実態調査・計画策定状況 

国による空家法の施行を受けて、武蔵野市は、平成29年2月の「武蔵野市第三次住

宅マスタープラン改訂版」において、令和２年（2020）年度までに重点的に取り組

む事項の一つとして、「空き家の適切な管理と利活用の促進」を掲げました。 

表１ 国と市の調査による空き住宅数と空家率 

 
 

平成29年度には市内住宅全数に対する空家等実態調査を実施した結果、国の住

宅・土地統計調査による武蔵野市の空き家率14.1％（サンプル抽出ベース）は、空

き家の定義の違い等もあり、実態としては戸建住宅で1.5％、集合住宅で7.1％、合

計平均で5.8％程度に過ぎないことが判明しました（表１）。 

武蔵野市では、現時点では、周辺に深刻な悪影響を及ぼすような事例は少なく、

建物の解体や市場における売却・活用等が滞っているわけでもありません。このた
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め、近隣の環境に多大な迷惑を与える空家法における特定空家などへの直接的な対

応策を講じることを含め、空き家の発生を予防し、発生した場合の利活用に重点を

置いた「武蔵野市空き住宅等対策実施方針～ 発生抑制・適正管理・利活用による良

好な住環境づくりに向けて ～」（実施方針）が取りまとめられました。この実施方

針は、これから見直しが進む、新たな「武蔵野市第四次住宅マスタープラン」（令

和3～12年）に統合される予定です（図３）。 

 
図３ 武蔵野市空き住宅等対策実施方針の位置づけ 

 
（資料）表１及び図３は、「武蔵野市空き住宅等対策実施方針」から転載。  

 

 

なお、武蔵野市は空家法に定められた戸建住宅のみならず、武蔵野市の住宅の

77％を占めるマンションや賃貸住宅などの集合住宅の空き室への対応を考慮し、厳

密には「空き家」ではなく「空き住宅等」という表現を用いています（図４）。 

図4 空き住宅等の定義 

 
                 （資料）表１及び図３は、「武蔵野市空き住宅等対策実施方針」から転載。  
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３．武蔵野市の空き住宅等の状況 

武蔵野市の空き住宅数と空家率は図３の通りですが、実態調査の結果をもう少し

詳しくご紹介します。 

（１）戸建空家等の現状 

戸建の空家等は295 件で、市内に広く分布しており、市の東側及び西側のエリア

（吉祥寺エリア、武蔵境エリア）に多く、中央エリアでは比較的少ないという傾向

がみられます。地区別の空家率の状況をみると、「境１丁目」が5.0％と最も高く、

次いで「桜堤２丁目」が4.1％、「境２丁目」が3.4％となっています（図５）。 

建築物の老朽危険度による分類では、利活用の候補となる「A 修繕がほとんど必

要ない」が195 件（66.1％）と、全体の半数以上を占めています（図６）。 

 

図５ 地区別の戸建空家率 

 

図６ 戸建空家の老朽危険度による分類 

 
（資料）図４及び５は、「武蔵野市空き住宅等対策実施方針、参考資料集」から転載。  

 
戸建の空家等のうち、管理が不全な状態は31 件（10.5％）で（図７）、その内

訳は、建築物の老朽危険度D と判定された空家等が19 件、建築物以外（敷地に草

木が繁茂した状況等）に関する項目で管理不全な空家等と判定された建築物は12 件
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です（表２）。これらの住宅について、市は既に所有者を特定し、管理不全への対

応策を講じているとのことです。 

図７ 空家等及び管理不全な空家等の割合 

 

表２ 空家等及び管理不全な空家等の内訳 

 

 

 

 

 
（資料）図６及び表２は、「武蔵野市空き住宅等対策実施方針、参考資料集」から転載。  

（２）集合住宅の空き室の現状 

集合住宅は調査しにくいため、市は水道利用等のデータや外観目視に基づき、集

合住宅の空き室の実態を調査しています。この結果、市内の集合住宅の空き室率は

7.1％と判明しました。地区別にみた空き室率は、「関前１丁目」が26.9％と最も

高く、次いで「関前２丁目」が14.3％、「八幡町４丁目」が13.7％という状況で

す（図８）。 

集合住宅には様々な規模のものがあるため、総戸数によって以下の３区分（小規
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模：総戸数10 戸未満、中規模：総戸数10～30 戸未満、大規模：総戸数30 戸以

上）から分析した結果、小規模のものが最も棟数が多く、小規模なものほど空き室

率が高い傾向がうかがえます。 

図８ 地区別の空き室率の状況 

 

 

 
 

          （資料）「武蔵野市空き住宅等対策実施方針、参考資料集」から転載。  

 
 

４．武蔵野市の空き住宅等の原因 

市内の空き住宅等の発生理由を調べるために、市は実態調査の一環として、所有

者や管理組合に対するアンケート調査を実施しています。この結果は次の通りです。 

（１）戸建空家等の空家の原因 

現地調査で空家等の可能性が高いと判断されたものについて、家屋課税台帳に基

づき所有者を特定し、アンケートを送付した結果、発送件数387件に対し、回収件

数は155件、回収率は40.1％とのことです。 

この結果によると、「相続により取得したが別の住居で生活している」が14件と

最も多く、次に「別の住居へ転居している」11件、「高齢者福祉施設・病院等への

入所・入院している」が10件となっており、相続や高齢化に伴い空家が発生してい

る状況がうかがえます（図９）。 
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図９ 空家になった原因（戸建） 

 
（資料）「武蔵野市空き住宅等対策実施方針、参考資料集」から転載。  

 

（２）集合住宅の空き室の原因 

戸建住宅と同様に、市は賃貸住宅と分譲マンションの所有者及び管理組合に対し

てアンケートを実施し、空き室の原因を聞いています。 

賃貸住宅については、アンケートを300件発送した結果、101件を回収し、回収

率は33.7％となっています。空き室の原因は、「部屋の間取り、日当たりなど、希

望する住環境と一致しないため」が9件、「駅からの距離が遠いため」が８件、「駐

車場がないため」及び「建物の外観や機能に魅力が乏しい」が各々４件、「老朽化

の進行」や「家賃が高いため」、「管理会社等による入居者募集能力が乏しい」が

各々３件となっています（分からないやその他を除く）（図10）。いずれも賃貸住

宅の経営と市場における競合が原因となっていることから、市場の需給関係や物件

の間取りや立地、所有者の経営意欲・資力、管理会社の能力などに依存したもので

あり、所有者や入居人の高齢化などが直接の原因とは考えにくい面もあります。た

だ、空き室の著しい増加は、周辺住環境に与える影響も大きく、放置するわけにも

いきません。 
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図10 空き室になっている原因（賃貸住宅） 

 

 

分譲マンションについては、管理組合に対してアンケートを246件発送し、56件

を回収し回収率は22.8％に留まりました。回収率が低いことから、残る190の管理

組合が、果たして健全な管理を行っているのかは懸念されるところです。 

空き室になっている原因としては、戸建と似ており、「別の住居へ転居したため」

が14件、「居住者の死亡」が8件、「高齢者福祉施設・病院等への入所・入院」が

6件という結果になっています（図11）。 

分譲マンションの場合は戸建よりも入居者の移動が多いと考えられるため、売却

や賃貸による処分までの一次的な転居の際には、市場の需給に応じて必ず空き室が

生じます。また、分譲マンションも戸建住宅と同様に持家ですから、居住者の死亡

や施設への入居など、入居者の高齢化や相続が原因になることも理解できます。 

管理形態としては、管理会社に委託している場合が一部の委託を含めて85.8％と

多く（図12）、高齢化が進んだ管理組合の多くが管理会社に支えられている様子が

うかがえます。管理組合が一層の高齢化に伴い、機能不全に陥った際の管理会社の

役割や管理上の権限のあり方は、今後のマンション居住における重要な課題になっ

てきます。 

なお、アンケートの回収率が低い理由を考えると、建物の老朽化と組合の高齢化

が進み、外部との対応や維持管理が適切に行えない分譲マンションが既に数多く存

在している可能性を否定できず、武蔵野市の空き住宅等に向けた対策を考える上で、

分譲マンションは放置できない課題を抱えていると考えられます。 
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図11 空き室になっている原因        図12 マンションの管理形態 

   （分譲マンション） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．空き住宅等への対策に関する意見 

 特定空家等については空家法及び同法に基づく「武蔵野市空家等の適正管理に関

する条例」に基づき、適切に対応し、悪影響を排除してもらえればよいと考えます

ので、特に空き住宅等の発生を予防する次の対策について重点的に取り組んでいた

だきたいと思います。 

（１）空き住宅等の適切な管理の促進 

・現時点では、戸建空家等の管理状況はまだ大きな課題となる状況にはありませ

んが、今後、管理不全な住戸や特定空家が増えた場合は、まちの防災・防犯、

衛生、生活環境面で周囲に悪影響を及ぼす恐れがあります。このため、市には

個々の所有者に対し適切に対応してもらう必要があります。住宅が空き家にな

る際には、所有者や家族、相続人、成年後見人などが、一定のルールに基づき、

市に状況を届け出る仕組みを設けてはどうかと考えます。 

・賃貸住宅については、まちの魅力を高めることによる需要拡大という間接的な

支援策が考えられますが、民間経営に対し市が直接介入できる余地は、入居者

に対する福祉政策（補助金等）を通じた間接的な支援を除けば、そう多くはあ

りません。借り上げて市営住宅化することも含め、不動産業界や専門家と連携

した新たな利活用の仕組みを構築する必要があるでしょう。 

・分譲マンションについては、戸建と同じ持家であることから、相続や高齢化に

よる問題が拡大することが懸念されます。区分所有の不動産であるため、区分

所有者の高齢化や年金生活による生活の困窮化は、管理組合業務への不参加や

管理費・修繕費の滞納などにつながり、中長期的に管理不全に陥るマンション

が増える可能性があります。分譲マンションの維持管理状況は十分に把握しき

れておらず、この実態を把握することが当面の重要課題と考えられます。 
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・国も高齢社会においてもマンションの維持管理が適切に行われるように、区分

所有法や関連法の見直しを行うようなので、市としても、より詳しい分譲マン

ションの管理状況の実態把握に務める必要があります。 

（２）空き住宅等の利活用の促進 

・利活用の促進においては、空き家になる前の居住住宅の時から利活用の情報提

供を行う等の対応が重要です。特に高齢者世帯とりわけ単身高齢者世帯の戸建

て住宅については、個々にデータベース化を行い利活用の可能性の大きい住宅

は居住のときから余剰空間の利活用を促進することも必要です。 

・相続への対応については、所有者や相続人との利活用に関する合意形成が必要

ですが、それを促進させるためには、まず、市は、税理士を含む相続に関わる

相談窓口を設け、住宅の利活用や処分に関する助言や手続き等も行えるワンス

トップ化を行うとともに、こうした行政サービスを受けることが可能であるこ

とを、日頃から、市民に対し広く周知する努力を行うことが必要と考えます。 

・高齢化や年金生活を背景にした経済的な理由により、維持管理が出来なくなり

管理不全に陥る場合は、住宅セーフティネットの一環として取り扱い、当該住

宅の利活用や処分を含め、適切な支援を行う体制づくりが必要と考えます。 

・都市計画法や建築基準など、空き住宅等の利活用を制限する法規制の緩和につ

いては、市の権限に委ねられた部分が多く、市として主体的に取り組んでいた

だく必要があります。今後、利活用が進むようなインセンティブを費用対効果

で考えていく必要もあると考えます。 

（３）専門団体・関係機関等との連携や情報の共有 

・建築や不動産、相続等に関する専門団体との連携や地域、庁内外での情報共有

が課題とされていますが、個人情報の取り扱いが壁となり、なかなか連携が進

まないのが実情と判断します。専門団体との連携や相談窓口の一本化などにつ

いても、具体的な施策は見えておらず、これらを具体化する必要があります。 

・介護施設や病院に移動したことによる空き住宅等の発生については、そのよう

な事由が発生しそうなことを事前に知り、予め成年後見制度等を利用できるよ

うな仕組みづくりが必要です。世帯主が一定の年齢に達した場合に、事前にこ

うした仕組みにご案内できるような周知制度も必要でしょう。所有者や家族、

市、法律事務所等との連携を進めることも重要です。 

「市民まちづくり会議・むさしの」は、武蔵野市第四次住宅マスタープランの

見直しに際し、さらに当会としての意見を提示し、空き住宅等への対策を、予防

や利活用の観点を重視しつつ、具体化すべく努めます。 

以上 


